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研究成果の概要（和文）：都市づくりの意思決定に際して，人々がどのような生活行動をどのよ

うに行っているか，政策によって市民生活がどのように変化するかを理解する必要がある。そ

のための支援ツールとして，世帯を基本的な調査・分析単位に，居住，移動，生活時間利用や

観光などを対象に，世帯構成員間の相互作用，ソーシャルネットワークや準拠集団の個人意思

決定に与える影響を明示的に取り入れた手法を理論的に開発し，都市政策分析への適用可能性

も実証した。 
 
研究成果の概要（英文）：Decisions on urban planning need a better understanding of urban 
life behavior and impacts of urban policies on citizens’ lives. As a decision-making support 
tool, this study developed several survey and modeling methods by explicitly incorporating 
the influences of intra-household interaction, social network and reference groups on urban 
life behavior decisions. The applicability of the proposed methods to policy decisions was 
confirmed based on empirical analyses. 
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１．研究開始当初の背景 
 人間は生まれてから，家族，学校，職場や
趣味娯楽集団といった何らかの集団に属し，
そこでの習慣や規範に従って行動する。これ
らの集団はちょっとした知人関係から強い
家族のつながりまで，さまざまな形をもって
おり，個人を取り巻くソーシャルネットワー
クを形成する。そして，個人の行動は準拠集
団からも影響を受ける。無論，このようなソ
ーシャルネットワークと準拠集団は人間の

成長と共に変化するし，意思決定の場面によ
っても変わる。 
 人間はソーシャルネットワーク・準拠集団
において当人を位置づけ，他者との相互作用
と他者と共用している知識によって日常生
活における様々なモノやコトに対して意味
を与えると同時に，そのような意味づけを通
じて当人の様々な欲求を満たし，その生活の
質に大きく影響する。このような意味からす
ると，「人と人とのコミュニケーション」を 



如何に促進するかは重要な都市政策の 1つと
して位置づけるべきである。したがって，都
市政策の立案に寄与する人間行動の理解に
際して，「人と人とのコミュニケーション」，
そして，その結果としての「個人間相互作用」
の影響を無視することができない。 
 都市・交通の分野において，例えば，居住
や自動車の保有といった中長期的な意思決
定や，買物や余暇活動などの日常生活におけ
る世帯構成員間の相互作用，雇用者と被雇用
者との関係，個人とコミュニティとの関わり，
個人意思決定における準拠集団の影響など
のような「個人間相互作用」の現象は多く見
られる。しかし，国内・国外に問わず，「個
人間相互作用」に関する研究は少なく，その
調査・解析方法はまだ確立されていない。 
 「個人間相互作用」は集団の形態によって
異なると考えられる。例えば，血縁的な関係
で結ばされる家族の場合と，ﾙｰｽﾞな関係の中
で成り立っているｺﾐｭﾆﾃｨの場合とでは，個人
間の相互作用の形態とそれが意思決定に与
える影響は同じであるとは考えにくい。よっ
て，このような｢個人間相互作用｣の影響を解
明することには学術的な意義がある。また，
個人間相互作用は人々の「生活の質」にも影
響するので，このような研究は都市政策を講
じる観点からみても実務的な価値がある。 
 
２．研究の目的と対象 
 前述のような背景のもとで，本研究では世
帯を基本的な調査・分析単位とし，世帯構成
員間の相互作用，ソーシャルネットワークに
おける個人間相互作用，準拠集団の個人意思
決定に与える影響に着目し，経済学，社会心

理学，マーケッティングや家政学などの知見
を援用し，「個人間相互作用」を取り入れた
都市生活行動に関する統合的な調査・解析手
法を理論的に開発する。そして，開発した調
査・解析手法の都市政策分析への適用可能性
を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 “居住地選択行動”，“自動車保有・利用行動”，
“日常的な活動・交通行動”，“生活時間の配分
行動”と観光（図１）を研究の対象とする。研
究対象には，中長期的・短期的，日常的・非
日常的活動をカバーしている。 
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図１：研究対象 

 
 図２に示す都市生活行動要素間関係の概
念図をもとに，都市・交通政策の評価に使え
る手法の開発を念頭に，都市生活行動の意思
決定に見られる個人間相互作用の調査・解析
手法の開発を試みる。 
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図２ 都市生活行動要素間関係の概念図 



 
 既往研究のレビューを通じて，以下の研究
課題があることを明らかにした。 
課題(1) 集団において個人がどのように意
思決定を行うかについては，意思決定対象
のすべての属性，個別の属性，あるいは集
団意思決定前における個人の意思決定の結
果をもって，集団にある他者と交渉し，集
団としての最終意思決定を行うと考えられ
る。これらの意思決定方法をどのように表
現するか，それらのどちらかが実際の行動
をより精度よく表現するかが不明である。 

課題(2) 1 回の意思決定において，複数の意
思決定ルールやメカニズムを同時に使うこ
とがありうるが，集団意思決定について，
複数の意思決定ルールやメカニズムを許容
する方法は開発されていない。 

課題(3) 個人の意思決定には準拠集団が影
響すること（社会的相互作用）が知られて
いる。しかし，準拠集団には複数存在しう
る。複数準拠集団を同時にモデリングする
方法は開発されていない。 

課題(4) 集団における個人の相対的影響力
が意思決定プロセスを通じて変化すると考
えられる。つまり，1 回の意思決定の結果
によって，次の意思決定における個人の相
対的影響力（つまり，他者との対比のなか
で個人がどれだけ意思決定に影響するか）
が変わりうる。この相対的影響力は，外生
的に与えるのではなく，モデルのなかで内
生的に決められる方法は開発されていない。 

 研究代表者および分担者も今まで個人間
相互作用について研究してきている。具体的
には，世帯時間配分モデルと集団離散選択モ
デルを開発した。前者のモデルについては，
研究代表者および分担者が実施した活動日
誌調査データ，オランダの活動日誌データと
総務省の社会生活基本調査データをそれぞ
れ用いてモデルの有効性を確認した。後者の
モデルを世帯居住地と世帯主の通勤交通手
段の選択行動，世帯自動車保有行動の分析に
適用し，広島地域で収集したデータを用いて
その有効性も実証した。両モデルの分析結果
から，集団意思決定において複数の意思決定
ルールが存在しうることが分かった。また，
居住地と通勤手段の選択行動を，世帯構成員
間の相互作用を考慮したウェブ調査手法に
より調べた。このように世帯構成員間の相互
作用を調査・解析する手法の研究として一定
の成果を得た。しかし，本研究で取り上げて
いるような，世帯構成員とそれ以外の集団の
構成員との「個人間相互作用」を取り入れて
いないし，世帯構成員間相互作用の調査手法
についても，ウェブ調査であるが故に，複数
被験者による回答を監視する仕組みをどう
担保するかが課題となっている。開発したモ
デルに関する推定手法の工夫，構成員間の相

互作用を取り入れた世帯効用関数の理論的
な精緻化も課題として残されている。本研究
では，研究者らの今まで開発してきた手法の
理論的な精緻化をまず図る。一方，都市生活
行動の意思決定は一般的な人間行動の意思
決定と共通する部分がある。人間の行動につ
いて，今まで経済学，経済学，社会心理学，
マーケッティングや家政学など多数の分野
で研究されてきている。しかし，これらの分
野の研究を体系的にレビューした結果，前述
に挙げた 4つの研究課題はこれらの分野にお
いてもうまく解決されていない。したがって，
本研究では，研究者らが交通行動の研究で培
った経験を活かして，独自の方法を開発する。 
 
４．研究成果 
 本研究では，2007 年度から 2009 年度にか
けての 3 年間にわたり，前述の 4 つの研究課
題の解決に取り組んできた。その結果，すべ
ての課題に対して，本研究独自の方法を提案
し，その有効性も実証した。提案した方法は，
経済学，経済学，社会心理学，マーケッティ
ングや家政学などの既存分野にも通用する
と考えている。さらに，都市政策のいくつか
の場面における適用可能性も明らかにした。 
成果(1) 個人間相互作用モデリング 
 前述の研究課題(1)について，今まで，研究
者らは効用レベルにおいて，多項線形型と等
弾力性モデルを開発した。両モデルに共通す
るのは，集団意思決定における集団構成員の
相対的影響力の違いを明示的に取り入れた
点である。具体的には，構成員ごとに，区間
(0,1)に位置する重みパラメータ（全構成員の
合計が 1）を取り入れた。異なるのは，構成
員間相互作用の表現方法である。多項線形型
モデルでは，異なる構成員の効用を積算する
形で個人間相互作用を表現する。等弾力性モ
デルでは，異なる構成員の効用が集団意思決
定における代替関係を表すパラメータ（代替
弾力性の逆数）を取り入れる。このパラメ
ータの導入によって，Max-Min 型，弱福祉
型，ナッシュ型，功利主義型，独裁型の意思
決定など，より一般性のある集団意思決定
を表現することが可能になった。多項線形
型と等弾力性モデルは，以下に開発した方法
と比較するために使う。 
 属性レベルにおける集団意思決定につい
て，前述の等弾力性と似た一般化平均の考え
方を導入し，新たなモデルを開発した。つま
り，等弾力性モデルが表現するような一般的
な集団意思決定メカニズムが属性レベルに
おいて存在しうることを表現した。 
 意思決定結果レベルの集団意思決定につ
いて，集団意思決定前における構成員の意思
決定を重みづけることで表現した。 
 前述に提案した各種方法について，広島市



で実施した「居住と交通の意思決定に関する
表明選択行動」調査から得た離散選択データ
を用いてそれぞれのパフォーマンスを実証
的に比較した。その結果，モデル精度という
視点から，集団意思決定前における個人の意
思決定結果を用いたほうが最もよい（つまり，
モデルの精度が最も高い）ことが分かった。
次に精度の高いのは属性ではなく，効用レベ
ルでの多項線形型モデルであった。しかし，
実際の場面においては，集団意思決定前にお
ける個人の意思決定結果を知ることはほと
んど不可能であるため，実際の調査データの
収集を考えると，２番目に精度の高い多項線
形型モデルを適用すべきであろう。ただし，
属性レベルでのモデルとの差は非常に大き
いわけではなく，両者がともに適用できる場
面が存在しうることが分かった。なお，公共
交通沿線への居住促進策についても，提案の
モデルを用いて試行的に評価を行った。 
成果(2) 異質な個人間相互作用の表現 
 前述の研究課題(2)について，潜在クラスモ
デリング手法による表現方法を提案した。具
体的には，事例研究として，多項線形型モデ
ル，Max-Min 型モデル（最小効用を有する
構成員の効用の最大化）と Max-Max 型モデ
ル（最大効用を有する構成員の効用の最大
化）のペアを潜在クラスモデリング手法によ
り統合した。そして，2004 年に広島地域で
収集した世帯自動車保有データを用いて，提
案の統合モデルの有効性を明らかにした。組
み合わせペアによって，モデルの推定結果
（パラメータ値とその符号）に大きく変動す
ることも分かった。ただし，多項線形型モデ
ルとの組み合わせはそのような変動が最も
小さいことも明らかになった。なお，このモ
デルの検証において，環境に易しい自動車保
有行動の促進策の評価も試験的に行った。 
 一方，個別の選択現象として，例えば，観
光地選択が観光形態（個人旅行，家族旅行，
友人・知人と一緒に旅行，団体旅行など）に
よって異なる。一方，ソーシャルネットワー
クの誰か，それとも団体旅行のように赤の他
人と一緒に旅行するかも旅行者の意思決定
のひとつである。観光地と同伴者の選択にお
ける階層構造，そして，旅行者によって選択
構造が異なりうるという異質性を同時に表
現する新たな選択モデルとして，前述の潜在
クラスモデリング手法とネスティッドロジ
ットモデルを融合したモデルを開発した。
2002 年に収集した中国・四国・九州地方に
おける広域観光周遊行動データを用いて，開
発したモデルの有効性を確認した。なお，提
案のモデリング方法はほかの集団意思決定
の現象にも通用すると考えられる。 
成果(3) 異質な社会的相互作用のモデリン

グ手法の開発 
 研究課題(3)について，離散選択行動を対象

に，複数の社会的相互作用を同時に取り入れ
たモデルを開発した。離散選択モデルとして，
行動の時間的ダイナミックスを柔軟に表現
できる DGEV モデル（環境経済学の分野で
開発されたもの）を基本的なモデル構造とし
て採用した。2006 年にウェブ上で収集した
世帯自動車保有行動（車種選択）パネルデー
タを用いて，3 種類の社会的相互作用：国家
レベルでの保有率，近隣レベルでの保有率，
そして，同じ収入グループでの保有率を取り
上げた。国家レベルでの保有率が世帯の車種
選択に影響しないこと，後者の 2 種類の準拠
集団の保有率が影響することを明らかにし
た。また，世帯自動車保有行動について，初
期条件，状態依存，習慣の持続性，将来の期
待といったダイナミックスの存在や影響力
も明らかにした。 
成果(4) 個人の相対的影響力の内生化 
 多項線形型効用関数の特殊系である加法
型効用関数を対象に，世帯意思決定における
構成員の相対的影響力（重み）を表すパラメ
ータが構成員の効用のロジット関数として
定義し，時間制約のもとで，世帯効用の最大
化問題を解くことで，新しい世帯時間利用モ
デルを開発した。共用型活動と非共用型活動
の時間関数には異なるモデル構造が導かれ
た。2000 年から 2005 年にかけてオランダで
収集された活動日誌データを用いて，モデル
の適用可能性を明らかにした。 
成果(5) 世帯時間利用モデルの開発とQOL

の評価 
 時間利用をみることにより，人々の生活の
実態を把握できるだけではなく，その生活の
質を評価することも可能である。時間利用に
は，自宅で行う活動，通勤，通学，業務，通
院のような他の構成員が代替できない活動
（自宅外独立型活動），買い物のような他の
構成員が代替できる活動（自宅外分担型活
動），他の構成員と一緒に行う活動（自宅外
共同型活動）など，様々な形態がある。これ
らの時間がどのように使われるかについて
は構成員によって異なり，共同型活動のよう
に構成員同士で意思決定することもあるこ
とから分かるように，時間利用を決めるに際
して構成員間に相互作用が働くと考えられ
る。このような集団意思決定に際し，異なる
構成員の影響力は同じであるとは考えにく
い。活動の違いによって，構成員の意思決定
における重要性も異なると考えられる。さら
に，構成員の選好がどのように集団意思決定
に反映されるかについては意思決定ルール
によって異なるのであろう。 
 上述の意思決定メカニズムを反映するた
め，4 種類の世帯時間利用モデルを開発し
た：(a)多項線形型効用関数モデル，(b)等弾力
性型効用関数モデル，(c)平休日の相互作用を
考慮したモデル，そして，(d)構成員の相対的



影響を内生化させたモデルである。なお，モ
デル(a)はモデル(c)と(d)の基本構造となって
いる。これらのモデルの世帯時間利用行動を
表現することの有効性を確認しただけでは
なく，特に，総務省が 1976 年から 2006 年に
全国範囲で実施した 6 時点の大規模な「社会
生活基本調査」から得た世帯時間利用データ
を用いて，道路，鉄道，公園，買物施設，病
院などの社会インフラの整備による人々の
生活の質（QOL）の変化を定量的に評価した。
研究者の知る限りにおいては，時間利用の視
点から全国範囲における社会インフラの整
備効果を評価したのは，この研究が最初の取
り組みであった。 
成果(6) 自主参加型調査手法の提案 
 今まで，都市政策の分野において，調査デ
ータとしては，通常，１年間における代表的
な 1日のデータを用いて議論することはほと
んどである。例えば，交通分野において，パ
ーソントリップ（PT）調査のように，10 か
11 月の平日 1 日における市民の移動情報を
収集し，それを 20 年後の都市交通計画に使
うのは現状である。そして，この PT 調査は
大体 10 年おきに実施することは，法律で保
証されているわけではないが，実務的にその
ように薦められている。これは，調査コスト
のことを考えれば仕方がないかもしれない。
一方，都市計画法に定められている調査のひ
とつに都市計画基礎調査があり，職業分類別
就業人口の規模，世帯数及び住宅戸数，住宅
事情，都市施設の利用状況といった情報をマ
クロレベルで 5 年おきに調べているが，市民
生活の本当の実態を捉えているとは言えな
い。そこで，世帯行動を含む一般的な生活行
動調査手法として，いつでもだれでもアクセ
スすることが可能な自主参加型調査手法を
提案した。この調査手法なら，交通を含むま
ちづくりのための，調査コストの低減と信頼
性の高いデータの定期的な収集の必要性を
両立することが可能である。広島県民を対象
として実施したウェブ調査により，システム
の導入に可能性が十分にあること，また，調
査協力に対して非金銭的な見返り制度の設
計が重要であることが分かった。 
 
 3 年間の研究の結果，上述のような研究成
果を得たが，今回の研究，そして，今までの
関連研究を通じて，密接に関係する市民生活
行動の諸要素を横断的にみる学問体系が未
だに構築されていないことも分かった。 
 地方分権が進む中，縦割り行政の弊害がま
ちづくり分野においても顕著に現れており，
将来の市民生活に今以上の不安を残さない
ため，行政組織間の境界を横断する政策が求
められている。しかし，今まで，部門横断型
まちづくり政策の重要性が認識されている
にも関わらず，交通行動学，生活科学，家政

学，環境行動学，健康行動学，人間生活環境
学，観光行動学など，市民生活（労働，居住，
移動，子育て・介護，教育，買物，余暇や観
光など）を断片的に捉える学問はあるが，そ
れを一体的に捉える学問がない。こうした背
景の下，研究代表者が科学研究費補助金研究
プロジェクト「市民生活行動学の構築による
部門横断型まちづくりのための政策意思決
定方法論の開発」を新たに立ち上げ，本研究
の成果を活かしながら，「市民生活行動学」
を構築し，部門横断型まちづくり政策のため
の意思決定方法論の開発を目指している。な
お，市民生活行動学は，人々が都市生活を営
む上で必要な活動のすべてを扱おうとする
のではなく，その主な部分を体系的に扱おう
とする学際性の高い学問である。 
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